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第  号議案 
      令和６年度神川町下水道事業会計予算 
 
 （総 則） 
第１条 令和６年度神川町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 
  
（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
（１） 接 続 戸 数        ４６７戸 
（２） 年間有収水量     １６９，０００㎥ 
（３） 一日平均有収水量       ４６３㎥ 

 
（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 
        収  入 
第１款 下水道事業収益     １４０，７５２千円 
  第１項 営業収益       ２９，２２４千円 
  第２項 営業外収益     １１１，５２４千円 
  第３項 特別利益            ４千円 
       支  出 
第１款 下水道事業費用     １１８，９７６千円 
  第１項 営業費用       ９５，８１５千円 
  第２項 営業外費用      ２１，１５９千円 
  第３項 特別損失            ２千円 
  第４項 予備費         ２，０００千円 
 
 



（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額６７，８６２ 
 千円は、当年度分損益勘定留保資金４４，７５７千円及び減債積立金２３，１０５千円で補填するものとする。） 

収    入 
第１款   資本的収入          ３６，２５４千円 

第１項  企業債             ２２，９３０千円 
第２項 他会計補助金     １３，３２４千円 

支    出 
第１款   資本的支出         １０４，１１６千円 

第１項  建設改良費         ２５，４３０千円 
第２項 企業債償還金     ７８，６８６千円 

 
 （企業債） 
第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 
                                                （単位：千円） 

                                             
 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 
 

流域下水道事業債 
 
 
 
 
 

 
２２，９３０ 

 
 
 
 
 

 
普通貸借 

又は   

証券発行 
 
 

 

５．０％以内（ただし、利率

見直し方式で借入れる政府資

金及び地方公共団体金融機構

資金について、利率の見直し

を行った後においては、当該

見直し後の利率） 
 

 

政府資金については、その融資条件

により、銀行その他の場合には、債

権者と協定するものによる。ただし、

企業財政その他の都合により据置期

間及び償還期限を短縮し、又は繰上

償還若しくは低利に借換えることが

できる。 

計 ２２，９３０    



 
 （一時借入金） 
第６条 一時借入金の借入れの最高額は３０，０００千円と定める。 
 
 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 
第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用 
（２） 建設改良費、企業債償還金の間の流用 
 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 
第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費 
の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

   （１） 職員給与費      ３，１７１千円 
 
 （他会計からの補助金） 
第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０３，５４１千円である。 
 
 （利益剰余金の処分） 
第１０条 当年度利益剰余金のうち「２２，８２５千円」は、次のとおり処分するものとする。 

（１） 企業債償還金に充当 
 

   令和６年３月 日提出 
 

                                                                     神川町長  櫻  澤   晃 



 

 

 

 

 

令 和 ６ 年 度 
 

 

 

神川町下水道事業会計予算に関する説明書 



令和６年度神川町下水道事業会計予算実施計画
収益的収入及び支出（予算第３条）

収　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額

1 公共下水道事業収益   61,439

 1 営業収益  17,607

  1 公共下水道等使用料 17,507

  2 その他営業収益 100 受益者負担金

 2 営業外収益  43,830

  1 受取利息及び配当金 1

  2 他会計補助金 41,436 一般会計補助金

  3 長期前受金戻入 2,270

4 雑収益 122 延滞金1 手数料4 負担金117

  5 消費税及び地方消費税還付金 1

 3 特別利益  2

  1 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

備                考



（単位：千円）

款 項 目 予定額

1 特定環境保全   79,313

　公共下水道事業収益 1 営業収益  11,617

  1 特環下水道等使用料 10,967

  2 その他営業収益 650 受益者負担金

 2 営業外収益  67,694

  1 他会計補助金 48,781 一般会計補助金

  2 長期前受金戻入 18,335

3 雑収益 577 土地賃借料

  4 消費税及び地方消費税還付金 1

 3 特別利益  2

  1 固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1

140,752

備                考

収益的収入合計



支　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額

1 公共下水道事業費用   54,282

 1 営業費用  41,783

1 管渠費 100 修繕費

  2 総係費 11,120 給料1,653 手当444 賞与引当金繰入100

報酬34 法定福利費340 旅費44

備消耗品費30 燃料費30 通信運搬費14 

委託料542 手数料1,123 負担金6,027 

保険料28 貸倒引当金繰入1 公課費9

補助金700 還付金1

  3 減価償却費 30,562

  4 資産減耗費 1

2 営業外費用 11,498

1 支払利息及び企業債取扱諸費 10,874

2 消費税及び地方消費税 624

3 特別損失 1

1 その他特別損失 1

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

備                考



（単位：千円）

款 項 目 予定額

1 特定環境保全   64,694

　公共下水道事業費用 1 営業費用  54,032

1 管渠費 500 修繕費

2 処理場費 16,911 備消耗品費540 光熱水費4,006

通信運搬費238 委託料9,904 修繕費2,000

保険料65 使用料158

  3 総係費 1,820 給料413 手当116 賞与引当金繰入20

法定福利費85 委託料132 手数料143

賃借料535 負担金375 貸倒引当金繰入1

  4 減価償却費 34,800

  5 資産減耗費 1

2 営業外費用 9,661

1 支払利息及び企業債取扱諸費 9,192

2 消費税及び地方消費税 469

3 特別損失 1

1 その他特別損失 1

4 予備費 1,000

1 予備費 1,000

118,976

備                考

収益的支出合計



資本的収入及び支出（予算第４条）

収　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額

1 公共下水道事業   30,320

　資本的収入 1 企業債 1 企業債 22,930 建設改良企業債

2 他会計補助金 1 他会計補助金 7,390 一般会計補助金

1 特定環境保全公共   5,934

　下水道事業資本的収入 1 他会計補助金 1 他会計補助金 5,934 一般会計補助金

36,254資本的収入合計

備                考



支　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額

1 公共下水道事業   61,882

　資本的支出 1 建設改良費  23,930

  1 管路建設改良費 1,000 工事請負費

2 処理場建設改良費 22,930 流域下水道建設費負担金

 2 企業債償還金  37,952

1 企業債償還金 37,952 建設企業債元金償還金36,922

  その他企業債元金償還金1,030

1 特定環境保全公共   42,234

　下水道事業資本的支出 1 建設改良費  1,500

  1 管路建設改良費 1,500 工事請負費

 2 企業債償還金  40,734

  1 企業債償還金 40,734 建設企業債元金償還金

104,116資本的支出合計

備                考



（単位：円）

令和５年度 令和６年度 対前期増減
Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー
　１　当期純利益 21,088,949 22,825,137 1,736,188
　２　営業活動から得た現金・預金への 0 0 0
　　　当年度純利益の調整 0 0 0
　（１）有形及び無形固定資産の減価償却費 65,062,000 65,361,555 299,555
　（２）固定資産除却費 2,000 2,000 0
　（３）引当金の増減額 0 0 0
　　　　・貸倒引当金 0 0 0
　　　　・その他の引当金 535,000 120,000 △ 415,000
　（４）長期前受金戻入 △ 20,605,000 △ 20,605,683 △ 683
　（５）支払利息及び企業債取扱諸費 21,360,000 20,066,000 △ 1,294,000
　（６）利益及び配当金の受取額（△） △ 1,000 △ 1,000 0
　（７）営業活動による資産及び負債の増減 0 0 0
　　　　・売上債権（未収金）の増加（△）・減少 207,000 △ 327,091 △ 534,091
　　　　・たな卸資産（貯蔵品）の増加（△）・減少 0 0 0
　　　　・その他流動資産の増加（△）・減少 0 0 0
　　　　・未払金の増加・減少（△） 2,854,051 △ 1,588,909 △ 4,442,960
　　　　・前受金の増加・減少（△） 0 0 0
　　　　・預り金の増加・減少（△） 0 0 0
　　　　・その他流動負債の増加・減少（△） 0 0 0
　（８）その他調整（営業活動以外のもの） 0 0 0
　　　　・受取利息 1,000 1,000 0
　　　　・利息の支払額（△） △ 21,360,000 △ 20,066,000 1,294,000
　　　　・不用品売却原価（△） 0 0 0
　　　　・固定資産の売却損・益（△） 0 0 0
　■営業活動から得た現金・預金 69,144,000 65,787,009 △ 3,356,991
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（単位：円）

令和５年度 令和６年度 対前期増減
Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー
　１　固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 10,838,000 △ 23,117,000 △ 12,279,000
　２　上記１実施に係る補助金、負担金等収入 11,960,000 13,324,000 1,364,000
　３　固定資産の売却による収入支出 0 0 0
　４　補償金 0 0 0
　５　投資活動に伴う現金預金の調整 0 0 0
　（１）投資活動に伴う前払金等の債権の増減 0 0 0
　（２）投資活動に伴う未払金等の債権の増減 0 0 0
　■投資活動から得た現金・預金 1,122,000 △ 9,793,000 △ 10,915,000

Ⅲ　財務活動によるキャッシュフロー
　１　企業債の発行 9,400,000 22,930,000 13,530,000
　２　企業債の償還（元金分） △ 77,022,000 △ 78,686,000 △ 1,664,000
　３　出資金 0 0 0
　■財務活動から得た現金・預金 △ 67,622,000 △ 55,756,000 11,866,000

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 2,644,000 238,009 △ 2,405,991
Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 9,951,693 12,595,693 2,644,000
Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 12,595,693 12,833,702 238,009
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１総　　　括
給  与  費 法定福利費 合    計

一般職 報酬 給料 賃金 手当 計
本 （   ）

1 2,066 0 680 2,746 425 3,171
年

度 （ 　）
1 2,066 0 680 2,746 425 3,171

前 （   ）
1 4,179 0 2,942 7,121 1,278 8,399

年

度 （   ）
1 4,179 0 2,942 7,121 1,278 8,399

比 （   ）
0 △ 2,113 0 △ 2,262 △ 4,375 △ 853 △ 5,228

（   ）

（   ）
較 0 △ 2,113 0 △ 2,262 △ 4,375 △ 853 △ 5,228

手

当

の 40 155 237 168 80 0

内 240 86 942 732 80 544
訳 △ 200 69 △ 705 △ 564 0 △ 544

時間外手当 退職手当期末手当

特別職

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

区    分

資本勘定支弁職員

　備考　本年度の（　）内は、パートタイム会計年度任用職員の合計（外書き）

勤勉手当通勤手当扶養手当 管理職手当地域手当 住居手当児童手当

比    較

0

318
△ 318

本年度

前年度

給  与  明  細  書

区    分

合      計

合      計

損益勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合      計

(単位：千円）
職  員  数（人）



２給料及び職員手当の増減額の明細
区分 増減額 増減事由別内訳

給　　料 △ 2,113 改訂状況

前年度 給料の改定率 1.1 ％

給与改定に伴う増減分 0 給料改定実施時期 12 月

昇給月

普通昇給に伴う増加分 0 平均昇給率 0.00 ％ 　　４月 人

　　７月 ０人

　１０月 ０人

　　１月 ０人

その他 ０人

昇給期間短縮に伴う増加分

その他の増減分

職員手当 △ 2,262 扶  養 0 期　末 17

制度改正に伴う増減分 26 通　勤 勤　勉 9

地　域 0 住　居 0

扶  養 △ 318 退職手当 △ 544

その他の増減分 △ 2,288 管理職 勤勉手当 △ 573

地　域 住居手当

期末手当 △ 722 通勤手当 69

時間外 児童手当 △ 200

説　　　　　明 備　　　　考

△ 2,113 異動に伴う減額



３給料及び手当の状況

（１）職員１人当たりの給与

備　　　考

172,160 円

195,344 円

56.0 歳

341,100 円

374,700 円

45.0 歳

（２）初任給

備　　　考

176,100 円 176,100 円

187,300 円 187,300 円

202,400 円 202,400 円

備  考

高 校 卒

短 大 卒

大 学 卒

令和５年１月１日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

区    分 企 業 職

事務・技術職

一般会計の制度

行 政 職

区　　　　　　　　　分

平 均 給 料 月 額

令和６年１月１日現在 平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額



（３）級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和６年１月１日現在

（級別の標準的な職務内容）

区        分 ６  級 ５  級 ４  級 ３  級 ２  級 １  級

区    分
企          業          職

備考

６  級 ２  級 1 100

５  級 １  級

４  級

３  級 計 1 100

１主事補の職務企  業  職 １課長の職務 １課長補佐の職務 １主査の職務 １主任の職務 １主事の職務



（４）昇給期間短縮

合　　　　計 企　業　職 備　　　　考

本 職　　　　　員　　　　　数 （Ａ） （人）

昇給期間短縮に関わる職員数 （Ｂ） （人）

３月 （人）

年 昇給期間の短 ６月 （人）

縮月数別内訳 　月 （人）

　月 （人）

比率（Ａ）/（Ｂ） （％）

度 特別昇給に係わる職員数 （人）

前 職　　　　　員　　　　　数 （Ａ） （人）

昇給期間短縮に関わる職員数 （Ｂ） （人）

３月 （人）

年 昇給期間の短 ６月 （人）

縮月数別内訳 　月 （人）

　月 （人）

比率（Ａ）/（Ｂ） （％）

度 特別昇給に係わる職員数 （人）

区　　　　　　　　　　　分



（５）特殊勤務手当

備     考

（６）期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分） ３月（月分）

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （      ） （ 2.35 ） （ 　 ）内は

2.25 2.25 4.50 再任用職員

（ 1.15 ） （ 1.20 ） （      ） （ 2.35 ）

2.20 2.30 4.50

（ 1.175 ） （ 1.175 ） （      ） （ 2.35 ）

2.25 2.25 4.50

備     考

本      年       度

前      年       度

一般会計の制度

支給対象職員１人当たり

平均支給月額（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

区                分
支   給   期   別   支   給   率

支給率計（月分）

区            分 全      職      種 企      業      職

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）

（令和６年１月１日現在）



（７）定年退職及び勧奨退職に係わる退職手当

（月） （月） （月） （月）

支給率等 47.709 47.709

国の制度 47.709 47.709

（支給率等）

（８）その他の手当

通　　　勤　　　手　　　当 同

扶　　　養　　　手　　　当 同

地　　　域　　　手　　　当 同

住　　　居　　　手　　　当 同

定年前早期退職
特例措置

24.586875 33.27075

区　　　　　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

備考
措置等

定年前早期退職
特例措置

24.586875 33.27075

区分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度額 その他の加算



資  産  の  部

　１　固　定　資　産 円 円 円 円

　（１）有形固定資産

　　　イ　土地 57,706,734

　　　ロ　建物 30,820,931

　　　　　減価償却累計額 △ 10,540,744 20,280,187

　　　ハ  構築物 2,321,800,202

     　   減価償却累計額 △ 785,363,238 1,536,436,964

　　　ニ  機械及び装置 15,440,743

　　　　　減価償却累計額 △ 12,851,150 2,589,593

　　　ホ　車両及び運搬具 59,695

　　　　　減価償却累計額 △ 59,694 1

　　　ヘ　その他有形固定資産 13,027,852

　　　　　減価償却累計額 △ 2,288,293 10,739,559

　　　ト　建設仮勘定  0

　　　　　有形固定資産合計 1,627,753,038

　（２）無形固定資産

　　　イ　流域下水道事業負担金 517,849,324

　　　　　無形固定資産合計 517,849,324

　　　　　　　　固定資産合計 2,145,602,362

令和６年度神川町下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）



  ２  流　動　資　産

　（１）現金預金 12,833,702

　（２）未収金 5,247,821

　（３）貸倒引当金 △ 2,000

　（４）貯蔵品 0

  （５）前払金 0

  （６）その他流動資産 0

                流動資産合計 18,079,523

                資産合計 2,163,681,885



負　債　の　部

　３　固　定　負　債 円 円 円 円

　（１）企業債 986,447,546

　（２）他会計借入金 0

　（３）引当金 0

                固定負債合計 986,447,546

　４　流　動　負　債

　（１）企業債 79,526,121

　（２）他会計借入金 0

　（３）未払金 6,623,704

　（４）引当金 1,725,000

　（５）その他流動負債 0

                流動負債合計 87,874,825

　５　繰　延　収　益

　（１）長期前受金 1,106,039,919

　（２）長期前受金収益化累計額 △ 359,343,578 746,696,341

　　　　　　　　繰延収益合計 746,696,341

                負債合計 1,821,018,712



資　本　の　部

  ６  資　　本　　金 円 円 円 円

　（１）自己資本金 200,631,015

　（２）出資金 0

　（３）借入資本金 0

　　　イ  企業債 0 0

　　　　　　　　資本金合計 200,631,015

　７　剰　　余　　金

　（１）資本剰余金

　　　イ　国県補助金 40,800,000

　　　ロ　町支出金 0

　　　ハ　分担金 0

　　　ニ　負担金 0

　　　ホ　寄付金 0

　　　ヘ　受贈財産評価額 0

　　　ト　その他資本剰余金 30,463,000

　　　　　　　　資本剰余金合計 71,263,000

　（２）利益剰余金

　　　イ  減債積立金 24,837,428

　　　ロ  建設改良積立金 0

　　　ハ  損益勘定留保資金 0

　　　ニ  当年度未処分利益剰余金 45,931,730



　　　　　　　　利益剰余金合計 70,769,158

　　　　　　　　剰余金合計 142,032,158

　　　　　　　　資本合計 342,663,173

　　　　　　　　負債資本合計 2,163,681,885



注記事項 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）固定資産の減価償却方法 

・有形固定資産 

  ・減価償却の方法  

建物  定額法  その他 定額法 

  ・主な耐用年数 

   建物 30～50 年  構築物 20～60 年  機械及び装置 8～20 年  車両及び運搬具 3～5 年  工具器具及び備品 5～15 年 

（２）引当金の計上方法 

・退職給付引当金 

   職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

・賞与引当金 

   職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

・貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込み額を計上している。 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 

 ・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 



１　営　　業　　収　　益 円 円 円

   （１）公共下水道等使用料 24,530,400

   （２）受託工事収益 0

   （３）その他の営業収益 1,146,000 25,676,400

２　営　　業　　費　　用

   （１）管渠費 908,000

   （２）処理場費 16,596,400

   （３）受託工事費 0

   （４）総係費 15,993,000

   （５）減価償却費 65,062,000

   （６）資産減耗費 2,000 98,561,400

        営   業   利   益 △ 72,885,000

３　営　業　外　収　益

   （１）受取利息及び配当金 1,000

   （２）他会計補助金 95,323,000

   （３）長期前受金戻入 20,605,000

   （４）雑収益 736,675 116,665,675

４　営　業　外　費　用

   （１）支払利息及び企業債取扱諸費 21,360,000

令和５年度神川町下水道事業予定損益計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）



   （２）雑支出 1,333,726 22,693,726 93,971,949

        経   常   利   益   21,086,949

５　特　　別　　利　　益

   （１）固定資産売却益 2,000

   （2）過年度損益修正益 2,000 4,000

６　特　　別　　損　　失

   （１）その他特別損失 2,000 2,000 2,000

        当年度純利益 21,088,949

        前年度繰越利益剰余金 0

        その他の未処分利益剰余金変動額 0

        当年度未処分利益剰余金 21,088,949



資  産  の  部

　１　固　定　資　産 円 円 円 円

　（１）有形固定資産

　　　イ　土地 57,706,734

　　　ロ　建物 30,820,931

　　　　　減価償却累計額 △ 9,985,968 20,834,963

　　　ハ  構築物 2,319,530,202

     　   減価償却累計額 △ 743,449,691 1,576,080,511

　　　ニ  機械及び装置 15,440,743

　　　　　減価償却累計額 △ 12,076,424 3,364,319

　　　ホ　車両及び運搬具 59,695

　　　　　減価償却累計額 △ 59,694 1

　　　ヘ　その他有形固定資産 13,027,852

　　　　　減価償却累計額 △ 2,127,787 10,900,065

　　　ト　建設仮勘定  0

　　　　　有形固定資産合計 1,668,886,593

　（２）無形固定資産

　　　イ　流域下水道事業負担金 518,962,324

　　　　　無形固定資産合計 518,962,324

　　　　　　　　固定資産合計 2,187,848,917

令和５年度神川町下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）



  ２  流　動　資　産

　（１）現金預金 12,595,693

　（２）未収金 4,920,730

　（３）貸倒引当金 △ 2,000

　（４）貯蔵品 0

  （５）前払金 0

  （６）その他流動資産 0

                流動資産合計 17,514,423

                資産合計 2,205,363,340



負　債　の　部

　３　固　定　負　債 円 円 円 円

　（１）企業債 1,043,912,928

　（２）他会計借入金 0

　（３）引当金 0

                固定負債合計 1,043,912,928

　４　流　動　負　債

　（１）企業債 77,816,739

　（２）他会計借入金 0

　（３）未払金 8,212,613

　（４）引当金 1,605,000

　（５）その他流動負債 0

                流動負債合計 87,634,352

　５　繰　延　収　益

　（１）長期前受金 1,106,039,919

　（２）長期前受金収益化累計額 △ 338,737,895 767,302,024

　　　　　　　　繰延収益合計 767,302,024

                負債合計 1,898,849,304



資　本　の　部

  ６  資　　本　　金 円 円 円 円

　（１）自己資本金 200,631,015

　（２）出資金 0

　（３）借入資本金 0

　　　イ  企業債 0 0

　　　　　　　　資本金合計 200,631,015

　７　剰　　余　　金

　（１）資本剰余金

　　　イ　国県補助金 40,800,000

　　　ロ　町支出金 0

　　　ハ　分担金 0

　　　ニ　負担金 0

　　　ホ　寄付金 0

　　　ヘ　受贈財産評価額 0

　　　ト　その他資本剰余金 17,139,000

　　　　　　　　資本剰余金合計 57,939,000

　（２）利益剰余金

　　　イ  減債積立金 3,727,072

　　　ロ  建設改良積立金 0

　　　ハ  損益勘定留保資金 0

　　　ニ  当年度未処分利益剰余金 44,216,949



　　　　　　　　利益剰余金合計 47,944,021

　　　　　　　　剰余金合計 105,883,021

　　　　　　　　資本合計 306,514,036

　　　　　　　　負債資本合計 2,205,363,340


